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０．提案にあたり

『業務連携クラウド

 
：

 
必要に応じて誰とでも業務連携ができる環境を提供するクラウド』

１．製造業におけるメーカーと系列企業の安定したピラミッド構造が変革期を迎えており、

 系列企業もメーカーに依存しない業務連携ができる環境が必要になっている。
２．クラウドは運用コストが安価なため、従来情報化投資が出来なかった中小企業に

 向いている。

 ３．クラウドを効果的に活用し、中小企業の業務支援ができれば、地域経済の活性化に

 繋がる。

上記の３つの要件を元に仮説を立て、関係各所へヒアリングを行い、成果を踏まえて

 WGで検討いたしました。



１．仮説：業務連携クラウドWGで検討する内容

【業務連携クラウドの対象】

企業全体の約９７％を占めている、約420万社の中小企業を支援するためのクラウド

【業務連携クラウドで検討内容】：以下、第1回総会にて報告した内容

１）従来の企業系列にとらわれない企業間の業務連携を、効率的に実現できる「クラウ

 ド」について検討する。

 
２）市場の状況によって、いつでも業務連携の組み換えが可能で、且つ、業務継続に支

 障をきたすことのない「クラウド」について検討する。

 
３）企業支援のために、自治体がエリア内の企業状況を把握することを可能とする「クラ

 ウド」について検討する。

 
４）海外進出する場合にも利活用可能な「クラウド」として検討する。

 （クラウド自体の海外展開「普及」も含めて検討する）



業務連携クラウド
 仮説検証



２．市場と企業の相関関係

市場に取残される系列企業

◆ピラミッド型産業構造

製造拠点の移転

 
新市場への進出

 
等を迫られる市場環境が拡大
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市場から受ける影響は、体力のない中小企業の方が大きい



業種分類 中小企業基本法の定義

製造業その他
資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社並びに

 

常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人

卸 売 業
資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社並びに

 

常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

小 売 業
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社並びに

 

常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人

サービス業
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社並びに

 

常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

業 種 別 倒 産 状 況

産業別
分類

合計件数 合計金額
(単位億円）

建
設
業

製
造
業

卸
売
業

小
売
業

金
融
・
保
険

不
動
産

運
輸
業

情
報
通
信
業

 18年 13,245 55,006 29.1 14.0 14.2 13.5 0.5 3.5 3.2 2.5 19.5

 19年 14,091 57,280 28.5 14.3 14.6 13.1 0.5 3.3 3.2 2.7 19.9

 20年 15,646 122,920 28.6 15.0 14.2 11.8 0.7 3.7 4.0 3.0 19.2

 21年 15,480 69,301 26.4 16.9 14.2 10.9 0.6 3.9 3.7 3.8 19.7

 22年 13,321 71,608 26.4 15.7 13.1 11.4 0.5 3.3 3.6 4.2 21.7

（
一
次
産
業
含
む

）

サ
ー

ビ
ス
業
・
そ
の
他

比率（％）

３．中小企業の倒産件数及び開業・廃業比率

年間１．３万～１．５万件の倒産があり

 負債総額は５・５兆円～１２，２兆円

開業・廃業比率

年 99～01 01～04 04～06
開業率 6.7 4.2 6.4
廃業率 7.2 6.4 6.5

差 -0.5 -2.2 -0.1
開業率 3.9 2.2 3.4
廃業率 6.6 5.7 5.4

差 -2.7 -3.5 -2.0
開業率 6.6 3.9 5.6
廃業率 7.5 7.0 6.4

差 -0.9 -3.1 -0.8
開業率 6.1 3.9 5.7
廃業率 7.2 6.7 6.8

差 -1.1 -2.8 -1.1
開業率 7.3 4.4 6.4
廃業率 6.3 5.5 5.9

差 1.0 -1.1 0.5

　　　　4.01～04年、04～06年の年平均開廃業率は2002年3
　　　　5.01～04年、04～06年の「サービス業」は「サービス業

資料：総務省「事業所・企業統計調査」
（注）　1.事業所を対象としており、支所や工場の開設・閉鎖
　　　　2.91年までは「事業所統計調査」、89年及び94年は「事
　　　　3.開業率、廃業率の計算方法については、4表を参照

非1次産業全体

製造業

卸売業

小売業

サービス業

廃業率が開業率を上回り中小企業

 が減少傾向にある

中小企業庁統計白書抜粋



『中小企業によるITの活用』

 

（2008年度版

 

中小企業白書抜粋）

４．ＩＣＴを活かしきれない中小企業の現状



５．業務連携により業績をあげている中小企業の事例

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス（株）：JFLA

 19社の地酒、地醤油などの企業が連携して作った事業体

 19社で1つのブランドを形成。

 各社毎に所有していた瓶詰めラインを減らし共有することでラインの維持コストを削減

益田建設（株）：イデアホーム

 高価なＣＡＤを多くの工務店と共有利用することで維持コストを削減

 多くの工務店と住宅建材を共同購入し価格を下げることで、住宅の価格引下げを実現

アトム電器チェーン
750店の街の電気店が加盟する組合で、ﾒｰｶｰへの一括発注で仕入れコストを削減

 顧客管理システムを共同で利用し、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｰﾀとして活用

野田金型
鉄の固まりからパイプの曲げ部分（エルボ）を削りだす特殊技術を開発

 他の金型企業と提供して共同生産体制を確立

たびお（株）：靴下屋
靴下卸業者で、店舗のPOS端末情報を製造工場に提供し、工場がPOS情報に基き、製

 造・納品する仕組みをとっており、在庫・返品のリスクが少ない



６．仮説検証のまとめ：目指すべきクラウド環境

今後、クラウドが普及すれば、企業間の情報共有や業務連携はクラウドを介在して行わ

 れるようになる。そのためには、クラウドの利用環境の標準化が必要とされる。しかし、

 既に、様々な事業者による、クラウドサービスは始まっており、標準化への調整は時間

 を要するとものと思われる。

グローバル化した市場環境では、中小企業においても企業間の効率的な情報共有や

 業務連携は欠かせない。

以上の仮説検証をまとめ、目指すべきクラウド環境は・・・

 
◆異なるクラウド間におけるﾃﾞｰﾀ連携を可能にし、企業の情報共有や業務連携（＝

 中小企業でも高度な情報処理）ができる環境を提供する。

◆クラウド事業者が業務停止しても、ユーザーが蓄積してきたデータを、新たなクラウド

 で活用できる環境を提供する。

◆地域で地元企業の情報化を進めてきた中小ITベンダーが、ASPやSaaS等としてクラ

 ウドを活用できる環境を提供する。



中小企業の支援に向けた
 クラウド構築の参考事例



【コンビニ＝個人商店・小規模店舗の連携】

【業務支援部署及び機能】

経営戦略室：ブランド戦略

 
店舗営業部：業務マニュアル

 
開発部：出店立地計画

 
マーケティング部：販売促進

 
商品部：仕入れ･コスト管理支援

 
施設部：テナント管理

 
システム部：情報化支援

 
総務部：法務･経理･財務支援

フランチャイズ本部

POSﾃﾞｰﾀ
POSデータに

 
基づく業務支援

７．中小企業支援の参考事例

1店舗でも１日４５万円～８０万円の売上を

 するコンビニ

コンビニの仕組みを参考に情報化を構築

◆ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ本部による様々な支援

 【業務支援】

◆仕入・物流の共同運用

 ◆POS情報端末の共同運用

 【業務連携】

＋



【様々な中小企業をクラウドで連携】

８．目指す業務連携クラウド

【業務支援者】

政策支援、資金繰り支援、

 
マッチング支援、情報化

 
支援、経営支援、販売促

 
進、仕入れ･コスト管理支

 
援、法務･経理･財務支

 
援、

【支援内容】

POSのﾃﾞｰﾀ

金融機関

商工会議所

ＩＴｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

自治体

サービス業 製造業

EDI・POS   
その他

 

アプリ

業務連携クラウド

POSﾃﾞｰﾀ

 
に基く業務支援

地域の業務支援者が支

 
援できない部分は、クラ

 
ウドを通じて外部支援者

 
を活用

フランチャイズ本部の役割

EDIﾃﾞｰﾀ

 
に基く業務支援

ＥＤＩのﾃﾞｰﾀ

連携環境だけでなく

 クラウドを活用して

 企業を支援する仕組

 みも提供

商工会



業務連携クラウド活用例



メーカー

 

or 問屋

個別に問屋へ発注

 

⇒

 

個別に配達

運送費が個別にかかる。

 
商品単価もお店毎の個別取引価格。

商品発注

商品発注

商品発注

クラウドがまとめて問屋へ発注

 

⇒

 

まとめて配送

運送費が安くなる。

 
商品単価も個数が増えるので単価が下がる。

【従来の商品発注形態】 【クラウドを使った商品発注形態】

配送

配送

配送

９．業務連携クラウド活用例

A市商店街

 
のX店

B市商店街

 
のY店

C市商店街

 
のZ店

一括

 
商品発注

商
品

発
注

商品発注

商
品

発
注

メーカー

 

or 問屋

A市商店街

 
のX店

B市商店街

 
のY店

C市商店街

 
のZ店

一括配送



10．業務連携クラウド活用例

【クラウドを使った販売管理】

A市商店街
B市商店街

Ｃ
市
商
店
街

「自店舗」商品の分析

複数商店街からの比較データによって「自店

 舗」の売り方や商品の減衰期などを判断

ＰＯＳデータ

 
分析

Ｐ
Ｏ
Ｓ

 

デ
ー
タ

ＰＯＳ

 
データ

ＰＯＳ

 
データ

POSデータ共有による商品管理

１日

 

２日

 

３日

 

４日

 

５日

 

６日

 

７日

平
均
売
上
数

自
店
売
上
数

平均販売数と比較することで

 
もっと売れる商品であることが

 
確認できる

POSデータの単店利用による商品管理

１日

 

２日

 

３日

 

４日

 

５日

 

６日

 

７日

自
店
売
上
数

単店管理では時系列の推移しか

 
把握できない



11．業務連携クラウド活用例

場所を選ばす、必要な相手と必要な業務連携を可能にする

E社 F社 G社 H社

A社 B社 C社 D社

I社 J社 K社 L社

物流

 
アプリ

調達

 
アプリ

販売管理

 
アプリ

物流

 
アプリ

調達

 
アプリ

販売管理

 
アプリ

物流

 
アプリ

調達

 
アプリ

販売管理

 
アプリ

【X地域】

【Y地域】 【Z地域】

業務連携サービス基盤

EDIによる広域業務連携

一
括
発
注

問屋

販
売
情
報

A社、E社、F社、K社の

 
それぞれの地域販売情報

例えば、同じ素材で商品をつ

 くり、異なるチャネルで販売す

 る場合は、仕入れと販売で、

 異なる相手と連携することを

 可能にする。



12．業務連携の事例

◆業務の効率化

 仕入れの連携

 
：同じ問屋や工場等から仕入れの場合は共同調達を行う

 物流の連携

 
：同じ方面への出荷であれば共同物流を行う

 在庫の連携

 
：同様の製品を作っているのであれば在庫を流通し合う

 製造ライン連携：稼動率の悪い製造ラインを共有する

 人材の連携

 
：指導者などの人材を共有する

◆業務の補完

 開発・製造・販売等、自社が不得意な分野を得意な企業と連携する

 繁忙期で断る業務を連携先へ依頼する

◆合理的な市場の構築

 同じ市場の取り合いより、各社の得意な分野で市場をシェアする

◆スケールメリット創出

 設備投資を共同で行う

 加工機械などを共同発注する

 使用頻度の低い機器を共有する

 海外展開に向けての連携する



13．業務連携クラウドの狙いと効果

【競争力の強化】



14．市場移動支援のための業務連携クラウドの概要

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社

業務連携サービス基盤

業界団体

 
C

業界団体

 
B

業界団体

 
A

S地域Ｎ地域 Ｏ地域 P地域

衰退期や競争過多の

 
市場にいる企業の

 
市場移動を支援

Ｍ地域

EDIの情報や業界団体の情報を提供

自治体 金融機関 商工会

市場を移動

EDIの情報 業界情報



15．業務連携クラウドの狙いと効果

【市場の移動】



業務連携クラウドの概要



ＩａａＳ（Infrastructure as a Service）：既存商用サービスＩａａＳ（Infrastructure as a Service）：既存商用サービス

ＰａａＳ（ＡＰＩPlatform as a Service）：既存商用サービス

16．業務連携クラウドの全体像

調達
サービス
（SaaS)

調達
サービス
（SaaS)

受発注
サービス
（SaaS）

受発注
サービス
（SaaS）

技術情報
交換サービス

（SaaS）

技術情報
交換サービス

（SaaS）

マーケティング

 
分析

 
サービス
（SaaS）

マーケティング

 
分析

サービス
（SaaS）

業務連携サービス・レイヤー
業界共有EDIベース（認証／ユーザ管理／コミュニケーション／決済等）

 
、アプリ連携基盤、インター・クラウド連携

 

業務連携サービス・レイヤー
業界共有EDIベース（認証／ユーザ管理／コミュニケーション／決済等）

 
、アプリ連携基盤、インター・クラウド連携

・・・

開発環境
（アジャイル等）

開発環境
（アジャイル等）

アプリ開発・
テスト

 
サービス

 
（PaaS）

アプリ開発・
テスト

 
サービス
（PaaS）

現行業務のIT化現行業務のIT化

ＩａａＳ（Infrastructure as a Service）：既存商用サービスＩａａＳ（Infrastructure as a Service）：既存商用サービス

ＰａａＳ（ＡＰＩPlatform as a Service）：既存商用サービス

新サービスの展開新サービスの展開

ＩａａＳ（Infrastructure as a Service）：既存商用サービスＩａａＳ（Infrastructure as a Service）：既存商用サービス

ＰａａＳ（ＡＰＩPlatform as a Service）：既存商用サービス

e-Marketplace
サービス
（SaaS）

e-Marketplace
サービス
（SaaS）

ユーザー利活用

 
推進・支援

自治体

商工会議所

ＩＴコーディネータ

金融機関

オープンな複数クラウド基盤

インターネット

地域IT企業自治体企業B企業A

・・・

業務連携クラウドが提供するサービス

１．複数企業や自治体との業務連携

 
２．異なるアプリケーション間連携

 
３．異業種・同業種業務連携サービス

 
４．共通開発環境の提供

クラウド・サービス

ヘルプデスク

商工会



17．市場の変化に即した業務連携の実現

クラウドに影響されない、シームレスな業務連携を目指す。

※1つの市場が飽和状態になっても、他の市場へ移動を可能にする。

＜業務連携グループ１＞ ＜業務連携グループ２＞

業務アプリケーション 業務アプリケーション

業務連携先の変更（市場の移動）

【業務連携基盤】

 
クラウド間の

 
データ連携



18．業務連携クラウドの特徴

１．ﾊﾟｿｺﾝと通信環境だけで情報化を活用できる環境を提供
 ⇒

 
安価なコストで無駄の削減、業務の効率化を実現させる

２．系列以外でも業務取引できる情報化活用の環境を提供
⇒

 
複数企業の業務連携によるｽｹｰﾙメリットを創出させる

３．市場を先取りできる情報環境を提供
 ⇒

 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ活用による業務支援を実現させる



『産業を支援する地域活性支援クラウド』（案）



民間企業Ａ
店

Ｂ
店

Ｃ
店

Ｄ
店

Ｆ
社

Ｇ
社

Ｈ
社

Ｉ
社

Ｊ
社

Ｒ
工
場

Ｓ
工
場

Ｔ
工
場

EDI/POSなどによる自治体内の流通等データ

 
（取引の数量、金額、単価、組合せ等）

K
農
家

L
農
家

M
農
家

19．地域活性支援クラウド（案）

地方銀行、信用金庫、

 
商工会議所、商工会、

 
ITコーディネータ協会、

 
中小企業連合会、コ

 
ンサルタンツ・・等

業務支援者

他自治体

他自治体

他自治体
【地域経営のための地域活性支援クラウド】

商工課 観光振興課 農業振興課都市整備課企画課

【産業支援部署】



取残される

 
従来の調達先企業

ﾒｰｶｰ

部品の調達先

海外の調達先企業 他業種の調達先企業

コストダウンのために

 
海外発注や製造拠点の

 
海外移転

部品調達先の変更

 
※電気自動車の場合は

 
エンジン部品から

 
電気モーター部品へ

＜従来の調達＞

20．業務連携クラウド活用で目指す地域の課題解決

中小企業の
疲弊

中小企業への
依存度の高い

地域へのダメージ

地域の雇用環境
の悪化

地域から人材
の流出

＜地域の疲弊＞

これらの悪循環を断つために、「業務連携」の促進や「市場の移動」に業務連携クラウドを活用する

新分野への進出

＜価格競争による調達＞ ＜技術革新による調達＞

時間の経過と共に価格競争へ推移

取残される中小企業が発生



業務連携クラウドを活用した
 中小企業の災害対策



21．被災後の中小企業の現状

メーカー

×
被災

系列企業を絞りこんでいるために、系列企業が被災

 しても、ﾒｰｶｰの生産が止まる

国内ﾒｰｶｰは、生産拠点を海外へ移転する

海外のﾒｰｶｰは、日本以外からパーツを輸入する

被災によって業務を失う可能性が大きい

中小の製造業の空洞化
 

⇒
 

地方の地盤沈下



メーカー

A B C

１ ２ ３ ４ ５ ６

22．業務連携クラウド活用による災害に強い中小企業づくり

メーカー

３

５ 業務連携のﾈｯﾄﾜｰｸ

１

４

２

６

タコ足型の産業構造から、ﾈｯﾄﾜｰｸ型の産業構造に転換する

ﾈｯﾄﾜｰｸ型産業構造

 
⇒

 
日常業務でのｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄが活きる

ﾈｯﾄﾜｰｸ型産業構造

 
⇒

 
被災しても業務連携のﾈｯﾄﾜｰｸでｶﾊﾞｰ

C

BA

メーカーメーカー



23．災害に強い中小企業づくり

産業集積ではなく、広域でのリスク分散を考慮した

 中小企業業務連携

災害時は業務連携している企業が被災した企業を支援する

 復興の目処が立つまで、被災企業の社員を預かり、代行生産し被災企業を支援する

《メリット》

 １．被災地復興までの企業社員の雇用の場を作る

 ２．国内でサプライチェーンをつくり、海外への業務流出を防ぐ

 ３．日常の業務連携で信頼感・安心感があれば業務が円滑に行える

災害における「自助」「共助」「公助」

 の「共助」の環境を作る



業務連携クラウドの構築に向けた進め方



24．推進体制

＜地域協議会＞

 クラウドのユーザー（中小企業各団体代表）及び業務支援者（自治体、金融機関、経済連、商工会議所、商工会、

 商店街連合会、ITコーディネータ等）とオブザーバー（地方総合通信局・経済産業局等）で構成。

 クラウドのサービス及びアプリケーションの仕様、普及促進等について検討。

 地域協議会：「愛知県・豊田市」4・20設立準備会

 

「京都府・京都市」4・14設立

 

「四国」5・31設立

＜タスクフォースチーム＞

 ワーキングメンバーから公募：検討テーマ毎の発案者及技術提供者・作業者等で構成。

 クラウドのプラットフォーム、ネットワーク、データマイニング、提供サービス等について検討。

＜有識者＞
井堀幹夫（東京大学客員研究員・元市川市情報政策監）、小川高志（東京工科大学コンピュータサイエンス学部

 教授）、上野保（東成エレクトロビーム代表取締役社長、元IT戦略本部有識者）、兼子邦彦（小島プレス工業技術

 企画室参事）、川内晟宏（

 

ITコーディネーター協会フェロー）、久保寺良之（ITコーディネーター協会常務理事・事務

 局長）

 専門分野におけるアドバイス

<アドバイザー>
グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム、中小企業家同友会全国協議会、次世代EDI推進協議会、

 流通システム開発センター

 関連分野におけるアドバイス

＜オブザーバー＞

 総務省情報通信国際戦略局

 

情報通信政策課

 経済産業省商務情報政策局

 

情報処理振興課

 政策提言に関するアドバイス



25．検討項目

クラウド

サービス

ネットワーク

アプリケーション
プラットフォーム

その他 EDI POS
【標準化】【地域・業界特性】

サービス検討

 普及促進
プラットフォーム・

 ネットワーク設計

タスクフォースチーム

アプリケーション開発

地域協議会

普及促進



26．検討の役割分担

クラウド

サービス

ネットワーク

アプリケーション
プラットフォーム

その他 EDI POS
【標準化】【地域・業界特性】

普及促進

プラットフォーム＆ネットワーク

インターフェース（ＡＰＩ）

サービス提供者

アプリケーション アプリケーション アプリケーション アプリケーション アプリケーション

ユーザー

タスクフォースチーム

地域協議会（ＩＴベンダー）

地域協議会（業務支援者）



27．検討ステップ

クラウド全体構想

アプリ
１

アプリ
２

プラット
フォーム

アプリ
３

ネット
ワーク

サービス

アプリ
１

アプリ
２

プラット
フォーム

アプリ
３

ネット
ワーク

サービス

アプリ
１

アプリ
２

プラット
フォーム

アプリ
３

ネット
ワーク

サービス

アプリ
１

アプリ
２

プラット
フォーム

アプリ
３

ネット
ワーク

サービス

アプリ
１

アプリ
２

プラット
フォーム

アプリ
３

ネット
ワーク

サービス

アプリ
１

アプリ
２

プラット
フォーム

アプリ
３

ネット
ワーク

サービス

アプリ
１

アプリ
２

プラット
フォーム

アプリ
３

ネット
ワーク

サービス

提案

タスクフォースチーム：プランニング

地域協議会：検討・検証現場

内容検討

 フェーズの決定

検討結果

計画書作成

試行運用（H24年度）

第2フェーズ・・・・・・・・・・・・第3フェーズH23年度

内容検討



28．検討・構築ステップ

＜ステップ１＞
 業務の改善（ミスの防止、ロスの削減）に向けた業務ごとに必要

 なアプリケーションの抽出

＜ステップ２＞
 業務ごとに必要なアプリケーションを連携させる業務連携サービスレイ

 ヤーの開発

＜ステップ３＞
 データマイニング機能の開発

地域協議会においてユーザーとなる製造業やサービス業や業務支援者の
 ニーズを聞きながら、段階的に業務連携サービスレイヤーを開発



29．利活用推進ステップ

＜フェーズ１＞
 単独利用に対するメリットの創出

 安価な情報化コストによる業務の効率化

＜フェーズ２＞
 業務連携効果の創出

 仕入れ、販売、業務補完などの連携効果

＜フェーズ３＞
 マーケティング効果の創出

 クラウドデータ活用による販売促進、流通等の効率化



201１年度 2012年度 2013年度 2014年度

業務連携

 クラウドＷＧ

プロトタイプ開発・トライアル評価

⇒

 

先行的地域運用

 
（トライアル・システム準備・実施、

利用者側の評価)

地方自治体・経済団体・有識者ヒアリング

 
及び地域協議会の立ち上げ

（対象業務の整理、ニーズの深堀）

30．ワーキングロードマップ

普及促進・ガイドライン作成

（自治体・参加企業支援）

仕様概要の検討

 
（クラウド基盤、データ連携・

分析技術、対象アプリ）

広域展開及び

 
連携運用開始
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